
国立大学法人東京農工大学産官学連携奨励費規程 
 
                             平成１９年１０月２４日 
                             １９ 経 規程第２８号 
（趣旨） 
第１条 この規程は、産官学連携の一層の推進を図るため、一定額以上の外部資金を獲得

した教職員に産官学連携奨励費を支給し、又は当該教職員の所属する研究室に配分する

取扱いについて、必要な事項を定める。 
 
（定義） 
第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 
一 オーバーヘッド 「平成１８年度から平成２１年度（第一期中期計画期間）のオー

バーヘッドについて」平成１９年４月９日付け、産官学連携戦略委員会決定で定める

オーバーヘッドをいう。 
二 部局 予算配分部局をいう。 
三 直接経費 １件の契約金額、受入金額又は交付金額のうち、オ－バ－ヘッドを除い

た金額をいう。 
四 対象経費 産官学連携奨励費の対象となる外部資金をいう。 
 
（産官学連携奨励費の支給対象者） 
第３条 次条に規定する対象経費を獲得した教職員（以下「教職員」という。）に対し、入

金された対象経費を基に、産官学連携奨励費を半期毎に支給し、又は当該教職員の所属

する研究室（以下「研究室」という。）に配分する。 
２ 前項の規定にかかわらず、当該教職員が、当該各号に該当することとなった場合は、

産官学連携奨励費は支給又は配分しない。 
一 上半期入金分 当該期間中に退職した場合又は当該年度の下半期の期間中に退職す

ることが明らかな場合 
二 下半期入金分 当該期間中に退職した場合又は翌年度の上半期の期間中に退職する

ことが明らかな場合 
 
（対象経費） 
第４条 対象経費は、次の各号に掲げる経費で、金額及びオーバーヘッドの率が、それぞ

れ当該各号に定めるものとする。 
一 共同研究費及び寄附金 直接経費が、３００万円以上で１０％以上のもの 
二 受託研究費及び補助金 直接経費が、１,０００万円以上で３０％以上のもの 
 
（産官学連携奨励費の財源） 
第５条 産官学連携奨励費の財源は、大学運営資金とする。 
２ 産官学連携奨励費の金額は、前条の対象経費に係るオーバーヘッドの金額の１割相当



の金額とする。 
 
（部局への通知） 
第６条 財務企画チ－ムリ－ダ－は、入金された対象経費等について、半期ごとに取りま

とめて、様式１－１及び様式１－２により部局に通知する。 
 

 （立替を受けた場合の取扱い） 

第７条 国立大学法人東京農工大学における公的機関からの受託事業等の資金交付前使用

に係る立替えに関する要項により立替えを受けた対象経費については、当該金額完済時

に前条の処理を行う。 

 

 （支給希望の有無の確認） 

第８条 部局は、産官学連携奨励費の支給希望の有無等について、教職員に確認し、その

結果を様式１－２により財務企画チ－ムリ－ダ－に報告する。 

２ 教職員は、産官学連携奨励費の支給を希望する場合は、様式２により請求するものと

し、当該請求書を速やかに会計担当係に提出しなければならない。 
３ 会計担当係は、前項の請求が適正であることを確認し、第１項の報告書に当該請求書

を添付して、財務企画チームリ－ダ－に提出する。 
 

 （承認手続等） 

第９条 財務企画チ－ムリ－ダ－は、産官学連携奨励費の教職員への支給又は研究室への

配分について、学長の承認を得なければならない。 
２ 財務企画チ－ムリ－ダ－は、前項の承認があった場合は、産官学連携奨励費の教職員

への支給については、様式３に前条の請求書を添えて、人事チ－ムリ－ダ－に支出の依

頼をし、次条の規定による研究室への配分については、当該部局に予算配分を行う。 

 
（請求額の上限及び上限金額を下回る請求をした場合等） 
第１０条 第８条第２項の請求については、次の各号に掲げる経費の区分に応じ、当該各

号に定める割合の金額を上限とする。上限金額を下回る請求をした場合又は請求をしな

かった場合は、これらの金額と上限金額との差額を研究室へ配分する。 
一 共同研究及び寄附金 第５条第２項の産官学連携奨励費の金額の１０割 
二 受託研究及び補助金 第５条第２項の産官学連携奨励費の金額の１割 
２ 前項第２号の経費については、第５条第２項の産官学連携奨励費の９割の金額を研究

室へ配分する。 
 
（学長を代表者とした経費の取扱い） 
第１１条 学長が代表者となっているものについては、当該産官学連携奨励費を産官学連

携の推進のための経費に充てる。 
２ 前項の経費の活用方法は、学長の裁量とする。 
 



（部局長を代表者とした経費の取扱い） 
第１２条 部局長が代表者となっているものについては、当該産官学連携奨励費を当該部

局長に配分する。 
２ 前項の配分額の活用方法は、部局長の裁量とする。 
 
（雑則） 
第１３条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 
 

附 則 
 この規程は、平成１９年１０月２４日から施行し、平成１９年度以降に受け入れた寄附

金、同年度以降に新規に契約した共同研究及び受託研究並びに同年度以降に交付を受けた

補助金について適用する。 


